保 守 業 務 委 託 契 約 書

東かがわ市長　上村　一郎（以下発注者という。）と

　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下受注者という。）とは、以下のコンピュータ及びその関連製品におけるハードウェアの保守に関し、次の条項により保守業務委託契約を締結する。

記

対象製品の名称：　令和○○年度○○システムハードウェア　（明細は別紙仕様書のとおりとする。）

設置場所：　東かがわ市内

第１条（信義誠実の義務）

　　　　発注者及び受注者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。

第２条（目的）

　　　　発注者は次に掲げる業務（以下「業務」という。）を受注者に委託し、受注者は、これを受託する。

（1） 名称　令和○○年度○○システムハードウェア機器保守委託業務

（2） 内容　頭書記載の対象製品（以下、「本システム」という。）の正常な運転を維　　　　　

持するため、必要な保守を行う。

（3） 実施場所　東かがわ市

第３条（委託期間）

　　　　委託期間は、令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日までとする。

第４条（委託料）

　　　　委託料は、月額○○○,０００円（うち消費税及び地方消費税額○○,０００円）とする。

第５条（権利譲渡等の制限）

　　　　受注者は、この契約に係る権利又は義務を第三者に譲渡し、又は引き受けさせてはならない。但し、あらかじめ発注者の書面による承認を得たときは、この限りでない。

第６条（再委託の制限）

　　　　受注者は、業務を第三者に再委託をしてはならない。但し、あらかじめ発注者の承認を得たときは、この限りでない。

第７条（秘密保持）
受注者は、発注者から秘密とされた事項及び本契約に関して知り得た発注者の秘密を第三者に漏らしてはならない。
２．　発注者および受注者は、秘密保持のため別紙２に記載する秘密保持条項を遵守するものとする。
３．　本条の規定は、本契約終了後も有効に存続する。
第８条（保守の範囲）

　　　　発注者が受注者に委託する業務の実施方法の種類は次のとおりとする。

（1） ハードウェア維持保守

· 定期予防保守

　　本システムの正常な運転状態を維持するため、本システムの点検、調整、部

の交換を行う。

· 障害の原因切分け及び特定　

　　　　　　　　　　　　本システムに不時の故障が発生したとき、受注者は発注者からの通知により

その障害発生の箇所を切分け、原因と考えられるハードウェア又はソフトウェ

アを特定する。

· 緊急障害復旧及び報告

　　　　　　上記の特定された障害原因に基づき、技術員を派遣して必要な障害復旧修理を行い、また復旧後の確認と発注者への報告をする。

第９条（保守作業時間帯）

　　　　受注者がハードウェア維持保守を実施する時間帯（以下、保守作業時間帯という。）は、次のとおりとする。

　(１)1週間のうち作業対象日

　　　　　連続した５日間

（２）作業開始基準曜日

 月

（３）一日の作業時間帯

　８：３０～１９：３０

2． 　ハードウェア維持保守については、第1項の規定かかわらず、受注者は、本シ

ステムの故障の程度、緊急度が大きいと判断した場合には、保守作業時間帯外であっても、すみやかに受注者の技術員を派遣し、修理等の作業を行うものとする。

第10条（業務内容等の変更）

　　　 　発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対し書面により業務の内容を変更し、又は委託期間の変更を求めることができる。この場合における業務の内容又は委託期間は、発注者と受注者とが協議のうえ定めるものとする。

２． 前項の場合において、必要があると認めるときは、発注者と受注者とが協議のうえ第４条の委託料を変更することができる。

第11条（除外作業）

　　 　　次の各号に定める作業については、本契約に含まれないものとする。ただし、発注者は、必要があると認めるときは、発注者と受注者とが協議のうえ実施時期、対価の金額その他必要事項を定め、当該作業を行う。

（1） 本システム設置後の移設に関する作業および立会

（2） 発注者の要求する本システムの改造

（3） 本システムの日常の清掃、点検および運転

（4） フロッピディスク等の記録媒体、インクリボン、用紙その他の消耗品の供給等

（5） 天災、地変その他受注者の責めに帰すことのできない事由により本システムに生じた故障修理

第12条（費用負担）

　　 　　業務に必要な交換部品および修理等に要する費用はすべて受注者の負担とする。ただし次の各号については発注者の負担とする。

（1） 発注者および発注者の指定する場所における電力料

（2） 通信費（ただし、発注者から受注者への通信に要する費用を除く。）

（3） 記録媒体（発注者のシステムにてエラー等を記録する媒体）その他の消耗品

（4） 有償交換部品

第13条（損害の負担）

　　 　　業務の実施に関し生じた障害は、受注者の負担とする。ただし、その損害の発生が発注者の責めに帰すべき事由によるときは、この限りでない。

第14条（業務の報告）

　　　　 受注者は、第８条第1項に定める保守作業実施後、遅滞なく業務の成果に関する報告書（以下｢保守報告書｣という。）を作成し、発注者に提出しなければならない。

第15条（委託料の支払い）

　　 　　受注者は、毎月、委託料の支払を発注者に請求するものとする。

　２．　発注者は、受注者の正当な請求書を受理した日から３０日以内に、委託料を受注者に支払うものとする。

第16条 （作業場所への立入等）
業務の遂行のために受注者の技術員が本システムの設置場所に立入る場合は、発注者の許可を必要とする。また、発注者は当該技術員が業務を行うために必要となる作業場所を無償で提供するものとする。
第17条（老朽化装置の取扱等）

　　　 　本システムが老朽化し、正常な運転の維持が本業務の実施によっても不可能であると発注者または受注者が判断した場合、発注者と受注者との間で別途協議のうえ本システムの以後の取扱いを決定するものとする。

第18条（交換部品の所有権）

　　　 　本業務の履行に伴って交換された故障部品（老朽部品含む。）の所有権は、全て受注者に帰属するものとする。ただし、交換された部品内に、データ等の形で発注者の秘密が残っている場合は、受注者は、第７条の定めにより、情報の流出には細心の注意を払い、データの消去等必要な措置を講ずるものとする。

第19条（設置場所の整備）

　　　   発注者は、善良な管理者の注意をもって本システムの設置条件を整備、維持するものとする。

第20条（契約の解除）

　　   　発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、催告しないで、この契約を解除することができる。

（1） この契約に違反したとき。

（2） 正当な理由なく業務を履行しなかったとき、又は履行の見込みがないとき。

（3） 業務の実施に関し不正の行為があったとき。

（4） 正当な理由なく発注者の指示に従わなかったとき。

(５)　受注者が次のいずれかに該当するとき。
　　　イ　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合に

はその役員又はその支店若しくは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者

をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（令和３年法律第77号。以下この号において「暴力団対策法」とい

う。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と

いう。）であると認められるとき。
　　　ロ　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号に

おいて同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
　　　ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。
　　　ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与して

いると認められるとき。
　　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。
　　　へ　再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
　　　ト　受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約

の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に

対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。

２．　発注者は、前項に定めるほか、必要があると認めるときは、受注者と協議のうえこの契約を解除することができるものとする。
第21条（損害賠償）

　　 受注者は、その責めに帰すべき事由により、業務の実施に関し、発注者または第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。この場合、受注者の負担する損害賠償の総額は、直近の1年間に本契約に基づき受注者が発注者から受領した保守料金の総合計金額を超えないものとする。但し、第7条の規定を違反した場合はこの限りではなく、第22条に記載された裁判所において損害賠償額を請求するものとする。
第22条（管轄裁判所）

　   　　この契約から生ずる一切の法的関係に基づく訴えについては、発注者の事務所の所在地を管轄する裁判所をもって管轄裁判所とする。

第23条（履行妨害又は不当要求に対する措置）
　　　　　　受注者は、暴力団から不当又は違法な要求並びに業務妨害その他この契約の適

正な履行を妨げる一切の不当又は違法な行為（以下この条において「不当要求行

為」という。）を受けた場合は。毅然として拒否し、その旨を速やかに発注者に

報告するとともに、所轄の警察署に届けるものとする。

２　受注者は、暴力団から不当要求行為による被害を受けた場合は、速やかに発注

者に報告するとともに所轄の警察署に被害届を提出するものとする。

第24条（疑義の決定）

　　   　この契約に関し疑義が生じたときは、発注者と受注者とが協議のうえ定めるもの

とする。

上記契約の締結を証するため、この契約書を2通作成し、発注者と受注者とが記名押印のうえ各自その1通を保有しうるものとする。

　令和○○年○○月○○日

　　　　　　発注者：香川県東かがわ市湊１８４７番地１

　　　　　　　　　　東かがわ市長

上　村　一　郎

　　　　　　受注者： 

別紙２
秘 密 保 持 条 項
第１条（目的）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　本条項は、受注者が本契約の履行に伴い知りえた発注者の情報を守秘するために締結され、受注者の守秘義務の履行手続等を定めることを目的とする。
第２条（機密の定義）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　受注者が守秘義務を負う情報とは、発注者の業務に対して知り得た情報の全てを機密とする。ただし、次の各号の情報は機密情報には該当しない。
　　①　既に公知となっている情報及び開示後に公知となった情報
　　②　発注者が受注者に公表することを承諾した情報
　　③　受注者が独自に開発したコンピュータ利用、データ処理についての技術情報
　　④　受注者が守秘義務を負うことなく正当な第三者から適法に入手した情報
第３条（禁止事項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
受注者は、前項に定める情報を機密に保持するために次の各号に掲げる行為をしてはいけない。
①　機密情報を受注者の担当者もしくは発注者の承諾を得て第三者に再委託した場合のその担当者以外の第三者に開示すること
　　②　機密情報を発注者の承諾なしに本契約を履行する以外の目的に使用すること
　　③　機密情報を発注者の承諾なしに所定の場所より搬出すること
　　④　機密情報を発注者の承諾なしに複製すること
　　⑤　機密情報を発注者の承諾なしに廃棄、残置すること
第４条（保管場所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　受注者は、機密情報を記録した書面その他物件（以下合わせて物件といいます）を発注者もしくは受注者の従業員だけが立ち入ることのできる場所に設置された施錠のできる保管施設（以下合わせて保管場所といいます）に保管しなければならない。 
第５条（従業員教育）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　受注者は、受注者の担当者に対して本条項に定める事項を十分に説明し、情報の保持についての教育を徹底し、これを担保するために受注者の従業員との間で機密保持契約を締結するなどの策を講じなければならない。
第６条（再委託）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　受注者は、本契約を履行するための業務のうち機密情報を取り扱う業務を第三者に再委託するときは、再委託業務の内容、業務に関与する担当者の氏名、経歴等の発注者が要求する事項を事前に書面で発注者に通知し、発注者の承諾を得なければならない。
第７条（機密情報の返還）
　受注者は、個別契約に基づく作業が終了した場合、発注者から提供を受けた物件をすべて返却しなければならない。
第８条（立ち入り検査）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　発注者は、事前の通知なしに受注者の守秘義務の履行状況を調査するために、保管場所に立ち入ることができるものとする。
第９条（協議事項）
本条項に定めのない事項または解釈上の疑義については、発注者と受注者のいずれとも信義誠実の原則により協議を行うものとする。
